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はじめに
薬剤耐性（AMR）は、ヒト、動物、植物、食品、環

境の各分野にわたって、世界的に大きな脅威となって
おり、医療や獣医療において抗菌剤という資源をいか
に大事に温存し使っていくかが議論されている 7)。
ヨーロッパでは、３１カ国で動物用医薬品の販売量の動
向が報告されており、２０１１年から参加している２５カ国
は２０２１年までに販売量を４６．５％減少させた。さらに欧
州委員会は「Farm to Fork strategy」として、２０３０年
までに２０１８年の５０％まで削減することを目標としてい
る 6)。日本の薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン
（２０２３ － ２０２７）では、動物に関して、畜産動物種ごとの
耐性率、畜産分野の動物用抗菌剤の全使用量、第二次
選択薬の全使用量について、新たに成果指標が設定さ
れた 12)。動物用抗菌剤の推定原末換算量のうち、豚の
割合は、２０１３年以降で最多となった２０１７年の６３．１％に
比べ、２０１９年５３．５％と減少しているものの、動物種別
で依然として最も多くなっている 20)。
畜産動物において豚や家禽に対する抗菌剤使用の割

合は高く、この理由として、特に農場当たりの頭羽数
が多いことや健康な動物を含む群に経口使用すること

があげられる 2)。全国７２農場の調査では経口投与が全
体の９７％ 13)、Toyaらが調査した南九州の１７農場では
９３．４－９４．７％であった 17)。動物の群に対する抗菌剤使
用は、個体治療（Therapy）以外に、群治療（Meta-
phylaxis：群での感染拡大を制御）、予防（Prophylaxis：
ストレスや感染症に対する脆弱性のある期間に実施）
に分類され 1)、ほとんどの場合、群治療及び予防は経口
投与により実施される（表１）。一方で、成長促進目的
としての使用があるが、国内において抗菌性飼料添加
物は製造業者事業場の飼料製造管理者により管理され
ており 14)、臨床現場の獣医師の投薬とは区別されてい
る。
国内の多くの養豚生産者が獣医師の投薬指示書を用
いて抗菌剤を購入している 9, 13, 17)。獣医師の推奨事項
への遵守度（コンプライアンス）低下は家畜獣医師の
抗菌剤処方行動に影響する要因とされており 15)、クラ
イアントとの関係として、抗菌剤処方を要求する圧力
やコンプライアンスへの懸念は、獣医師にとって職業
上のストレスの原因となる 5)。医療の分野では、長期治
療の処方に対して、コンプライアンスではなく、アド
ヒアランスの概念が世界保健機関（WHO）から推奨
されている 19)。コンプライアンスは患者の受動性を意
味するが、アドヒアランスは、医師の推奨事項に対
し患者が同意し、行動が一致することを前提としてい
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る 3)。宮崎県農業共済組合の養豚獣医師は、投薬指示
と生産者の行動を一致させるために、普段からイン
フォームド・コンセントを重視しており、投薬指示に
おける獣医師と生産者の関係を示すためにアドヒアラ
ンスの概念を養豚現場に適用できると考えられた。抗
菌剤使用頻度が高い農場では、発症を繰り返す慢性疾
病に対して、抗菌剤経口投与が実施されており、獣医
師が群治療として投薬指示したとしても、生産者が次
の豚群での被害を最小限にするために投薬タイミング
を早めることで、予防として使用され、投薬アドヒア
ランスが低下する可能性がある（図１）。
今後、養豚獣医師には、ワンヘルスの視点を持って

AMR問題を考慮した獣医療が求められていくと考え
られる。そこで今回、投薬アドヒアランスに着目して、

宮崎県の養豚場で抗菌剤使用低減の取り組みを実施し
たので、詳細について報告する。

慢性疾病へのアプローチ
Toyaら 18)は、宮崎県の８養豚場において投薬アドヒ

アランスの改善のため、慢性疾病にアプローチするこ
とにより、全ての農場で抗菌剤使用は減少し、生産性
も向上した、と報告した。具体的には、薬剤耐性に関
する認識を生産者と共有し、診断と治療に関するイン
フォームド・コンセントを得たのち、抗菌剤使用低減
の取り組みとして、農場で繰り返す慢性疾病の発症予
防策を生産者と検討した。その上で、治療効果と投薬
の継続必要性を確認し、可能なら中止をしていくとい
うものである（表２）。
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１．薬剤耐性に関する認識共有
まず、獣医師及び生産者が抗菌剤使用の現状を把握

するために、定量化を行った。宮崎県農業共済組合の
独自の投薬指示システムからデータを取得し、各薬剤
について年間の有効成分量を合計し、農場の年間枝肉
総重量で除することで、枝肉１㎏あたりの有効成分量
を算出した。これをベンチマーキングとして、他農場
や全国平均値 8)と比較した（図２）。次に、薬剤耐性に
関する情報提供として、農場で同じ抗菌剤を使い続け
ることのリスク、ヨーロッパの国レベルで行われてい
る抗菌剤使用低減や消費者運動に関すること、今後ワ
ンヘルスとして抗菌剤使用に関して畜産以外の分野か
ら目が向けられること等を説明し、農場が将来に向け
てどのような方針をとっていきたいかを確認した。１０
農場に介入の依頼を行ったが、介入を受け入れた８農
場のうち、６農場は３０～４０代の経営者であり、残りの
２農場が６０代、介入を受け入れなかった２農場は５０代、
６０代であった。礒村らの報告 10)では、養豚業に従事年
数が少ない若い年齢層では抗菌剤使用・処方に対する
削減意志が強いとされており、抗菌剤使用に対する意
識を変える上で、経営者の年齢層は１つのポイントと
なるかもしれない。

２．診断と治療に関するインフォームド・コンセント
２０１５－２０１７年の日本の養豚における抗菌剤使用量は
４０１ － ４３７mg/Population Correction Unit（PCU）であ
るが 13)、宮崎県農業共済組合の１７農場における２０１４－
２０１８年の調査では、１９１．９ － ２４２．９mg/PCUであった 17)。

著者らが実施している診断から効果判定までの流れを
整理すると、抗菌剤使用量が低く保たれている理由は、
丁寧に生産者からインフォームド・コンセントを得て
いることにあるのではないかと考えられた。豚群にお
いて臨床症状の拡大や死亡頭数の増加等で、新たな診
断が必要になり、それが細菌感染症の可能性が高いと
診断された場合、死亡豚から採材し、診療所の検査室
で細菌検査及び薬剤感受性試験を行う。この際、診断
初日は、現場で強く推察された複数の原因細菌に対し
て投薬指示を行い、翌日の一次培養の結果で、その診
断と選択薬剤の信頼度を生産者と共有、さらに数日後、
細菌同定と薬剤感受性試験結果が出た時点で、選択薬
剤の効果を確認するという流れである。効果が明確で
ない場合、薬剤感受性試験結果を基に、次の薬剤を選
択する。このように獣医師が診断する過程を生産者と
共有し、疾病や薬剤に関する正しい理解を深めるとと
もに、選択薬剤や投薬方法が本当に実現可能か同意を
得ながら疾病に対応している。つまり普段から新たな
診断・投薬指示の度に、生産者の知識レベルや信念に
働きかけることで、投薬指示に対する納得という形で、
投薬アドヒアランスをある程度、高めることにつな
がっていたと考えられた。

３．抗菌剤使用低減の取り組み
このような取り組みの中で、介入を受け入れた８養
豚場に群治療の投薬指示に対し、予防として抗菌剤の
経口投与を実施した経験があるかアンケートをとった
ところ、全ての農場で投薬アドヒアランスの低下が確
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認された。慢性疾病が繰り返し発症すると、生産者が
次の豚群での発症を予想し、好発日齢より早い段階で
予防投薬してしまうためである（図１）。これは経営者
心理として次の被害を未然に防ぎたいという行動の表
れであると考えられた。この予防投薬が繰り返された
場合、無発症の状態が続く中で、獣医師による投薬継
続の必要性の判断が困難となる。遠矢らは、群への経
口投与を飼料添加から飲水投与主体に切り替えること
で、飼養環境改善が進み、抗菌剤使用低減につながっ
た事例を報告した 16)。その農場では、３年かけて複数
の疾病発症要因を特定し、それぞれに対応した飼養環
境改善を実施した。群治療の開始と終了が自在な飲水
投与は、飼料添加に比べ発症への迅速な対応を可能に
し、発症要因の特定がしやすくなったことで、抗菌剤
使用が減少したと考えられた 16)。一方、飲水投与では
専用の設備を導入する必要があるため、農場により導
入が困難な場合があり、今回８農場のうち、飲水投与
が可能な農場は１農場であった。よって新たな投薬指
示の段階で、慢性疾病の発症予防策を生産者と協議し、
投薬と同時に実施することで、次の豚群での投薬継続
の必要性を評価しやすい状況を作り出した。この発症
要因への対策と投薬継続評価の両方に獣医師が介入す
ることで、アドヒアランスの改善と抗菌剤使用の最適
化を試みた。

慢性疾病に対する具体的な発症予防策
介入農場の多くに共通する対策はみられず、それぞ

れの農場で異なっていた。但し、各農場で問題となる
慢性疾病を認識するためには、新たな病原体の侵入を
最小限に抑える必要がある。そのため外部からの農場
バイオセキュリティ強化は、程度の差はあるが、継続
されていた。国内でも低い経口抗菌剤使用と高い外部
バイオセキュリティレベルの関連性が観察されてお
り 11)、重要な要素であると考えられた。実際に行った
対策としては、豚レンサ球菌症や滲出性表皮炎など、
個体の免疫レベルにより発症する可能性があるものに
ついては、初乳給与方法の見直し、哺乳子豚の積極的
な里子管理、適正な環境設定などを実施した。哺乳期
から離乳期にかけて繰り返し発生する病原性大腸菌や
Clostridium perfringensが検出される下痢症については、
抗コクシジウム剤の適切な投与、ネズミの定期的な駆
除、離乳後の飼養環境変化の最小化などを検討・改善
した。豚サーコウイルス関連疾病は、ワクチン接種を
適切な時期に変更し、発症を抑制した。肥育期間中の

下痢や血便は、サルモネラ属菌、ブラキスピラ属菌、
Lowsonia intracellularisが原因であることが多く、野生
動物の侵入抑制、定期的な駆除、豚房間の水平伝播や
母豚からの垂直伝播の抑制を検討・改善した。冬場に
多い豚胸膜肺炎など、肥育期間中に発生する呼吸器症
状については、防塵のための加湿や換気量を増やすた
めの調整方法を再検討・改善した。ヨーロッパの４カ
国の７０の一貫経営農場で行われた介入研究 4)では、抗
菌剤使用量を削減するための「特効薬」となる対策が
ないことは明らかであり、豚の健康を改善するために、
農場ニーズに合わせた豚群に特化した介入が必要であ
ると報告されている。農場ごとに異なる慢性疾病の発
症条件に合わせた対策が必要であると考えられた。

まとめ
抗菌剤の経口投与は養豚場の群疾病コントロールに
不可欠である。一方で薬剤耐性問題を考える上では、
現場で実施される投薬方法の及ぼす範囲と量について、
必要最小限にとどめるよう求められていくことが予想
される。獣医師が経口投与剤を投薬指示する場合、群
治療と予防の区別、慢性疾病の発症要因対策、投薬の
継続性の確認といった細部まで生産者とコミュニケー
ションをとり、責任のある慎重使用につながるような
マネジメントが今後必要になるかもしれない。今回の
検証で介入を受け入れた８農場はいずれも母豚規模
３００頭以下の農場であり、従業員の多い大規模農場では
経営者等の意思や指示を現場に反映するのに、さらに
ハードルが上がるため、具体的な対応策は今後の検討
課題である。

利益相反状態の有無
著者に開示すべき利益相反はない。
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